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  1. はじめに ～焦点となるコンテンツ規律

通信・放送の融合が進むなか，法体系の全
体構造を見直し，関連する法律を「情報通信
法」（仮称）に一本化しようとする作業が進んで
いる。日本の戦後の放送の枠組みを規定してき
た放送法・電波法の施行は1950年であり，こ
れらが全面的に改正されて，情報通信法が成
立すれば，戦後60年間，維持されてきた放送
制度の骨格部分が一変することになる。

通信・放送をめぐる環境変化に合わせて法
律についても見直すべきではないかとする議論
は1990年代から行われていたが，改正に向け
た具体的な動きとして現れる節目となったのが，
2006年6月の「通信・放送の在り方に関する政
府与党合意」である。このなかで，「通信と放
送に関する総合的な法体系について，基幹放
送の概念の維持を前提に早急に検討に着手し，
2010年までに結論を得る」として，具体的なス
ケジュールが盛り込まれた。

これを受けて，総務省は，有識者による「通
信・放送の総合的な法体系に関する研究会」を
設置し，2007年12月に最終報告（以下，研究
会報告書）が取りまとめられた。このなかで，
新たな法体系の基本的枠組みが示され，これ
までの「縦割り型」法体系，つまり，情報通信
ネットワークの物理的特性によって通信・放送

を区分し，それらに対応する事業別に規律を行
う法体系を見直し，伝送インフラやコンテンツと
いった通信・放送分野を横断的に構成するレイ
ヤー別に規律を行う「横割り型」法体系に改め
る案が示された。そして，この研究会報告書を
基に，2008年2月，総務大臣の諮問機関であ
る情報通信審議会の検討委員会で，法案の具
体化に向けた作業が始まり，同年6月に検討状
況をまとめた中間論点整理 1）が公表されている。

しかし，この中間論点整理に関しては，賛成
意見が存在する一方で，異論も示されている。
中間論点整理に関しては，2008年6月から7月
にかけて意見募集（パブリックコメント）が行わ
れ，通信・放送事業者をはじめ，インターネッ
ト関連事業者や一般の個人，さらには政府部
内からも経済産業省が意見を寄せ，総数は80
件に上った。その内容は多岐にわたるが，とり
わけ法体系の全体構造の見直しにかかわる部
分やコンテンツ規律のあり方をめぐる部分につ
いては多数の意見が寄せられ，論議の焦点と
なっている。このうち，コンテンツ規律につい
ては，表現の自由や言論の多様性・多元性の
維持と直接かかわってくるだけに，慎重な検討
を求める意見が多い。

コンテンツ規律をめぐっては，さまざまな論
点がありうるが，ここでは以下の3点，①ネット
ワーク（伝送路）の違いによらずにコンテンツに

「情報通信法」論議で焦点となるコンテンツ規律
～表現の自由，言論の多様性をどう担保するか～
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  2. どのコンテンツに対して規律を課すか    
       ～規律範囲の線引きをめぐる問題

2.1. 通信・放送融合で曖昧になる規律範囲

情報通信法制定に向けた議論を追うのに先
立って，まず，現在，どのメディアのコンテンツ
にどのような規律が課されているのか，また，
規律の根拠は何か，触れておきたい。

放送については，▽政治的公平・論点の多
角的解明などを定めた番組準則や，▽放送番
組には教養番組や報道番組などを設けて調和
を保たなければならないとする番組調和原則，
などの規律が放送法に設けられている。

こうした規律の根拠として，伝統的に挙げら
れてきたのが，「周波数帯の希少性」と「放送
の特殊な社会的影響力」である。

もっとも，周波数帯の希少性がないケーブル
テレビにも電波を利用した放送と同様の規律が
適用されてきたことからもわかるように，必ずし
も放送全般が規律を必要とする一定の物理的
性質を持つわけではない。ただ，従来，通信
は「1：1」，放送は「1：多」という構図で二者を
区分することが比較的，容易だったことから，
ケーブルテレビをはじめ，その後登場した放送
メディア全般について，地上テレビ放送とおお
むね同じ内容の規律が適用されてきた 3）。

ところが，技術の進歩に伴って通信／放送の
区分が曖昧になり，従来の構図で整理すること
が次第に難しくなってくる。その初期の例と言
えるものが，1992年から始まったCS放送であ
り，放送サービスと並行して，CS（通信衛星）
を利用したさまざまな通信サービスが提供され
たことで，「公然性を有する通信」と「限定性を
有する放送」をどう区別するかが問題として浮
上した。

規律を課す場合，どのような基準に基づき，ど
のコンテンツに規律を行うのか（規律範囲の線
引き問題），②放送に課せられている番組準則
のような規律はこれまでどおりでよいのか（規律
内容の問題），③規制・監督を行う機関は総務
省のままでよいのか，あるいはFCC（米連邦通
信委員会）のような独立行政委員会が望ましい
か（規制機関の問題），に分けて問題を考察す
ることにしたい。

さらに，コンテンツ規律の問題をめぐっては，
上記のような直接的な規制のあり方だけではな
く，マスメディア集中排除原則や地域免許制度
といった構造規制のあり方も大きな影響を及ぼ
す。そもそも，法体系の見直しにあたっては，
2006年1月に「通信・放送の在り方に関する懇
談会（竹中懇談会）」を立ち上げた竹中平蔵総
務大臣（当時）の，▽なぜインターネットでテレ
ビの生放送が見られないのか，▽日本にどうし
てタイムワーナーのような大企業がないのか 2），
といった問題提起が背景に存在するが，これ
らは構造規制のあり方と関連した問題である。
これらの規制が緩和されないかぎり通信・放送
融合の効果が十分に現れないとする考え方が
ある一方で，制度設計によっては言論の多様
性・多元性に重大な影響を及ぼすという懸念も
ある。

2008年11月の段階では，情報通信審議会
の検討委員会の議論で，上記のような問題につ
いて議論が尽くされたわけではないが，中間論
点整理やそれに対する意見，さらに検討委員
会での審議などを通じて，論点が浮き彫りにな
りつつある。情報通信法構想に対して関係者
が持つさまざまな思惑を踏まえつつ，以下，コ
ンテンツ規律をめぐってどのような問題が浮上し
ているのか検証していくことにしたい。
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こうした放送と通信の中間領域的なサービス
をどう分けるかについて，郵政省は，▽通信者
と受信者の間の紐帯関係の強さの程度や，▽
通信の事項，▽情報伝達方式の秘匿性，と
いった5つの基準を基に分類を行うという解決
策を取った。そして，1997年12月に策定したガ
イドラインで，CSを使った「セールスレディ宅
への営業情報等の配信」や「予備校がその予
備校生に対して行う授業映像等の配信」は通
信に分類することとなった。このように伝送路
以外の基準によって通信／放送を分ける考え方
は，現在検討が行われているコンテンツ区分
の先駆けとも言えるものであり，地上波でもハー
ド・ソフト分離が原則になれば，線引き問題の
対象は通信・放送を利用したコンテンツ全体に
拡大することになる。

さらに，規律の根拠についても揺らぎが生じ
ている。電波を利用しない「放送」メディアが
増えるなか，伝送路の希少性に規律根拠を置
くことはますます困難になっている。こうした
なか，新聞・出版・放送などからなるプレス（メ
ディア）のうち，一部についての
み規制を行い，無規制の部分と
規制される部分との抑制と均衡
を通じて，情報の全体としての
多元化を図るとする部分規制論
も規律根拠として挙げられるよう
になってきている 4）。

情報通信法検討の背景には，
通信・放送の融合が進むなか，
伝送路の物理的特性に応じて規
律を行う法体系が実態に合わな
くなっていることに加え，こうした
制度では，通信・放送の枠を越
えた自由な事業展開が阻害されて

しまうという指摘が存在する。問題の解決に向
けて，コンテンツ規律を含む法体系をどのように
変えようとしているのか，これまでに示されてい
る案を見ていくことにする。

2.2. メディアをどう分類し規律するか

コンテンツ規律のあり方について，2007年12
月の研究会報告書は，技術中立的に，▽公然性
を有するかどうか，さらに，▽公然性を有するメ
ディア（コンテンツ）については「特別な社会的影
響力」があるかどうかによってメディアを分類し，
それぞれについて規律を定めるべきとしている。

具体的には，情報通信ネットワークを流通す
るコンテンツのうち，まず，公然性を有しない
ものについては引き続き通信の秘密を保障する
としている（図1の左側）。一方，公然性を有
するコンテンツについて，特別な社会的影響力
を有しないものについては，「オープンメディア
コンテンツ」（図1の中央）とし，特別な社会的
影響力を有するものは「メディアサービス」（図1
の右側）に分類するとしている。

（総務省研究会報告書を基に作成）

情報通信ネットワークを流通するコンテンツ

「通信の秘密」
を保障

情報通信ネットワークを用いた「表現の自由」を保障

・私信など
特定人間の通信

「オープンメディアコンテンツ」
・不特定の者によって
受信されることを目的
とする電気通信の送
信（ホームページなど）

「一般メディアサービス」
・原則として現行の放送
規制を緩和

特別な社会的影響力を有しないもの 特別な社会的影響力を有するもの

「メディアサービス」
・現行の放送
・今後登場が期待される放送
に類比可能なコンテンツ配信
サービス

「特別メディアサービス」
・現在の地上テレビ放送に
対する規律を原則維持

特別な社会的影響力の程度に基づき類型化

公然性を有しないもの 公然性を有するもの

図1　コンテンツ分類案（総務省研究会）
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そして，メディアサービスについては，さらに，
特別な社会的影響力の程度に基づき，「特別メ
ディアサービス」と「一般メディアサービス（そ
の他のメディアサービス）」に区分することが提
案されている。特別メディアサービスの例として
は現行の地上テレビ放送，一般メディアサービ
スの例としてはCS放送が挙げられている。

もっとも，メディアサービスとオープンメディアコ
ンテンツの線引きをどうするか，また，特別メディ
アサービスと一般メディアサービスをどう区分する
かは必ずしも明確になっているわけではない。

例えば，メディアサービスの範囲について，
研究会報告書では，「現行の放送」と「今後登
場することが期待される放送に類比可能なコ
ンテンツ配信サービス」とされている。しかし，
2008年6月の中間論点整理では，メディアサー
ビスについて，「従来の放送の概念」に範囲を
とどめる方向で検討することが適当とされるな
ど，内容が変化している部分がある。また，メ
ディアサービス内部の区分について，BSやラジ
オのようにどこに分類されるのか明示されてい
ないものもある。

一方，規律の根拠については，伝送路の希
少性という考え方は研究会報告書では採られて
いない。報告書では，「規律の根拠を主として
特別な社会的影響力に置くという考え方に関し
ては，国内の学説においても，規律を正当化
する議論が通説的見解である」と記述したうえ
で，EUでも，インターネット上の映像コンテン
ツ配信サービスを含め，既に社会的影響力に
着目した規律体系の導入を志向しているとして，
その正当性を強調している。

そのうえで，印刷メディアに対する規律が存
在しない一方で，放送メディアには規律が設け
られていることについて，「学説上は，一般的

な意味での社会的影響力のあるプリントメディ
アと放送について，両者の相互牽

けんせい

制・相互作
用により表現機会の不平等の是正や情報の多
様性が確保されるとの理由から放送のみに対
する規制を正当化する見解が有力であり，国際
的な規律比較の観点からも合理的な説明が可
能と考えられる」として，規律根拠として部分
規制論の考え方を援用している。

2.3. 規律対象の類型化をめぐる異論

総務省研究会が提案している「特別な社会
的影響力」を根拠としたコンテンツ規律につい
て，最も問題となりうるのが，どのような指標
を用いてコンテンツを区分し，それぞれの類型
に当てはめていくかということである。関連し
た問題として，規律対象がコンテンツそのもの
なのか，あるいは事業者なのか判然としないと
いう点も指摘されている5）。

こうした規律のあり方をめぐっては，地上テレ
ビ放送事業者から，メディアサービスの類型化
や審査を通じて番組内容に対する行政の直接
的な関与を認めることになるという指摘がなされ
ている6）。また，どこまで社会的影響力が拡大
すれば規律の対象になるかの予測が困難であれ
ば，表現活動の萎

いしゅく

縮につながるおそれがある。
つまり，技術革新によって放送と同程度の「特別
な社会的影響力」を持つ新たな情報配信サービ
スが登場した場合，現行の放送と同等の規律が
課せられる可能性があるのではないかという懸
念が生じることになる。

総務省研究会は，コンテンツをメディアサー
ビスに類型化したり，あるいは，さらに特別メ
ディアサービスに類型化したりするうえでの「特
別な社会的影響力」の判断指標として，①映像
／音声／データといったコンテンツの種別，②
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のリニア／ノンリニアという観点からすると，ノン
リニアはそもそもメディアサービスに入ってこな
い，そういう理解だったかと思います。（中略）

【村上輝康委員】 私は，そもそもリニア／ノンリ
ニアという軸はここに入っていない，と理解し
ています。メディアサービスは，基本，リニアサー
ビスですが，将来は，オープンメディアでもリ
ニアサービスの可能性はあると思います。です
から，私は，リニアとノンリニアという軸で，メディ
アサービスとオープンメディアコンテンツを分け
るというふうには理解しておりません 7）。

リニア／ノンリニアという基準については，EU
が2007年発効の「視聴覚メディアサービス指令」
によって，社会的影響力に基づいて「視聴覚メ
ディアサービス」を定義したうえで，これらをリ
ニアサービスとノンリニアサービスに区分し，異
なる規律を課すとしている。検討委員会の議論
はこうした先例を参考にしたうえで行われている
が，国内では以前，ノンリニアと考えたほうが自
然な「サーバー型放送」を放送に分類した経緯
があるように，明確な考え方があるわけではな
い。2008年11月の段階で，リニア／ノンリニアを
分類基準として採用するか明確にされていない。

さらに，メディアサービスの区分をめぐって
は，前述のように，衛星放送（BS・CS）を特
別メディアサービスに分類するのか，一般メディ
アサービスに分類するのか，研究会報告書や中
間論点整理で明らかにされていないという指摘
もなされている。

これに関連して，BS事業者は，これまでの
準基幹放送としての役割を踏まえたうえで，区分
を行うよう求めている。WOWOWは中間論点整
理に対する意見募集に対し，「情報や番組の信
頼性・安心性と社会的役割を想起される『放送』

画面の精細度といった当該サービスの品質，③
端末によるアクセスの容易性，④視聴者数，
⑤有料・無料，の区別を例として挙げている。
そして，恣

し い て き

意的な運用を排除するため，指標は
可能なかぎり外形的に判断可能なものとする必
要があるとしている。

しかし，その後，中間論点整理は，メディア
サービスについて，「従来の放送の概念（公衆
によって直接受信されることを目的とする電気
通信の送信）に範囲をとどめる方向で検討する
ことが適当ではないか」としたうえで，「より明
確化を図る観点から定義を見直す必要がない
かについて検討を加えることが適当」と言及す
るにとどまり，2008年11月現在，具体的な指
標が作成されるかどうか示されていない。

もっとも，こうした指標を作るに当たっては，
そもそも伝送路の違いといった明確な根拠がな
いだけに，どの関係者も納得できるような具体
的基準を作成することは困難という問題もある。
一例としては，コンテンツの類型化に当たって，
リニア（番組提供者が送信のタイミングを決定）
／ノンリニア（受信者が送信のタイミングを決定）
が基準となりうるかという問題が挙げられる。
2008年4月に開かれた情報通信審議会の検討
委員会では次のような議論が行われている。

【菅谷実専門委員】EU のリニア／ノンリニア
という考え方がありますけれども，（中略）そ
れはここでは類型化の事例に入っていないの
か，どっちなんですか。

【内藤茂雄通信・放送法制企画室長】 少なくと
も，私個人の理解かもしれませんが，12 月の研
究会報告書におきましては，メディアサービスと
いうものに，ある程度同報性というものを重要
な要素として考えておりますので，いわゆるEU
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というメディアの価値を踏まえて，メディアサー
ビスの区分を行うことを強く望みます」と主張し，
BS日本は，BSデジタル放送が「既に確たる社
会的影響力を有すること，また緊急災害放送に
よる公共的役割も大きいことなどから，『特別な
メディアサービス』と位置づけることが適切」とし
ている。その一方で，CS放送は一般メディアサー
ビスに区分されることが想定されている。

しかし，BSとCSの区分をめぐって，総務省
は「受信環境の面においては，視聴者にとって，
BSデジタル放送及び東経110度CSデジタル放
送の間には大きな差異はなくなりつつある」とし
て，これらを制度上，「東経110度衛星デジタ
ル放送」として統合し，その普及政策を一体化
することになった 8）。

こうした点を考慮に入れると，メディアの区分
を，▽BSとCSを同じ区分にするのか，▽別の
区分にするのか，▽「BS+110度CS」と「それ
以外のCS」という区分にするのか，といった選
択肢が生じ，さらにいずれかを選択した場合，
その合理性が問われることになる9）。物理的な
伝送路によらずに，コンテンツ
を分類することは困難な課題と
なっている。

2.4. 研究会報告書への対案

コンテンツの分類に関して，
研究会報告書に対する具体的
な対案を明らかにしているのが，
日本経済団体連合会である。
その内容については，2008年2
月に公表された提言「通信・放
送融合時代における新たな情
報通信法制のあり方 10）」で示さ
れている。

それによると，まず，新たな法制度は事業とし
てサービスを提供する者を対象とする事業者法
にすべきであり，一般的な個人や企業のホーム
ページなどをオープンメディアコンテンツとして規
律対象に含めるのは不適当としている。そのうえ
で，事業として提供されるコンテンツ・サービス
について，「基幹放送」と「それ以外」の二つに
分類し，異なった規律を設けるべきとしている。

そして，基幹放送については，電波という希
少資源を占有して公共的役割を果たすことから，

「（a）災害報道の重要性に鑑み，災害時におけ
る災害報道の優先。また，24時間365日，災
害報道に対応できる体制の確保。なお，系列
局全体として体制を整備し，一定以上の全国エ
リアをカバーすること。また，その手段は電波
に限定しない。（b）地方文化保護・育成のため，
良質なローカルコンテンツの放送割合を増やす
こと。（c）教養番組等の割合を一定以上とする」
といった義務を負うべきであると提言している。

この日本経団連の案が，研究会報告書と異
なるのは，基幹放送になるか，ならないかの選

図 2　コンテンツ分類案（日本経団連）

（日本経団連の提言を基に作成）
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択を事業者側に委ねている点にある。提言は，
「厳格な義務を自ら守り，基幹放送としての使
命を進んで果たす意欲ある事業者のみ『基幹
放送』と位置付けていくべきである。一方，そ
うではなく，より自由に事業展開を行うことを
望む事業者は，『基幹放送』とならないことを
自らの意思で選択することができるようにすべ
きである」と記述している。この方法の利点は，
基幹放送への区分をめぐって，「特別な社会的
影響力」といった概念に頼る必要がないため，
メディアの類型化をめぐる線引き問題を回避で
きる点にある。

事業者側に選択を委ねる考え方として，検討
委員会の長谷部恭男主査も，いくつかの規制
を伴う類型をあらかじめ用意し，それを事業者
に選択させる方法を示したことがある。

一つの方策は，イギリスで行われているよ
うに，個別の事業者ごとにサービス内容を規
律することである。しかし，この方策は政府
による過剰規制を導く危険を含む。今一つの
対処は，それぞれ異なる規制を伴う事業類
型を複数用意し，いずれの事業を遂行する
かを事業者の側に選ばせるというものである。
十分に多様な類型を用意しておけば，既存の
規制が不合理だと考える事業者は，立法過
程や司法過程に制度の改善を訴えずとも，別
の事業を選択すれば足り，そこから規制類型
間の淘

と う た

汰と均衡がもたらされるであろう11）。

あくまで事業者側が主体的に規律類型を選択
できるという前提が守られるならば，「特別な社
会的影響力」の増大によって，規制当局により事
後的に新たな規律が課されるのではないかとい
う懸念は薄らぐ。伝送路の物理的特性に基準を

置かずに規律を維持するためには，それとは別
の基準で規律範囲の外延を明確にすることが必
要だが，「社会的影響力」によって合理的な線引
きを行うことは難しい問題である。事業者側が
規律の類型を選択するという考え方は，こうした
困難な課題を解決する一つの方法となっている。

  3. 規律の内容，規制・監督機関は
     現在のままでよいか

3.1. 現行の放送規律の内容をどうするか

コンテンツ規律の内容に関して，研究会報告
書は，特別メディアサービスについては現在の
地上テレビ放送に対する規律を原則として維持
することが適当とし，一般メディアサービスにつ
いては，原則として現行の放送規制を緩和する
方向で検討すべきであり，社会的影響力に応
じて，規律の内容も変えるべきとしている。ま
た，オープンメディアコンテンツについては，「表
現の自由の保障を最大限確保することとした上
で，表現の自由と公共の福祉を調整する規律と
して，違法コンテンツの最低限の流通対策を講
ずるとともに，有害コンテンツについても規律の
可能性について検討すべき」と記述している。

また，中間論点整理では，「事業展開の円滑
化及び表現の多様性確保等の観点から，現行
の放送に関する規律を土台として検討すること
が適当である」としたうえで，検討すべき事項
については次のように記述している。

①�特別なメディアサービスについて現在の規
制を見直すべき事項があるか

②�その他のメディアサービスについて次に掲
げる規制を合理化することは可能か（他の
メディアサービス事業者がこれらの規制が
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適用されたコンテンツを同時再送信する場
合の取扱いを含む。）

「番組準則（政治的公平の確保，論点の多
角性等）」「調和原則」「解説字幕番組」「番
組審議会」「番組保存」「災害放送」「広告
規制」「候補者放送」等

こうした表現からわかるように，特別メディア
サービスについては，基本的に現在の放送法の
規律が維持されることが想定されている。しか
し，例えば，現行の番組準則の「公安及び善良
な風俗を害しないこと」といった規定に関して，

「知る権利を充足するという積極的な根拠が乏し
いだけではなく，漠然かつ広範な準則であるだ
けに（中略），憲法上重大な疑義が生じる12）」と
いう指摘がなされてきたように，現行の規律につ
いて検討を要する点がないわけではない。

また，一般メディアサービスについては，研
究会報告書で，「社会的影響力を評価し，更に
類型化した上で，現在のCS放送及びこれに相
当すると認められるコンテンツ配信サービスに
は，番組編集準則（適用される準則の内容につ
いては検討の余地がある。）や広告識別など適
正内容の確保に関する規律を適用する一方，そ
の他については，より緩やかな規律の適用に留
めることを検討すべき」と記述されている。全体
として，規律を緩和する方針が示されているが，
前述のように，どのコンテンツがどの類型に入る
か，明確な外延が示されなければ，規律を緩
和する実質的な意味が失われることになる。

さらに，免許制度のあり方が変われば，コン
テンツ規律に事実上の影響を与えるという考え
方もある。地上波の場合，これまで電波法／
放送法の二層構造によって，規制・監督は無
線局免許を介した間接的なものとされてきた。

しかし，ハード・ソフト分離が原則の法体系に
なれば，免許のあり方がコンテンツ（ソフト部
分）に関する事業免許という形となり，行政が
介入を行う余地をかえって拡大させてしまうとい
う見方もなされている13）。

3.2. インターネット規制への懸念

メディアサービスの外側に存在しているオー
プンメディアコンテンツをめぐる規律について
も問題が指摘されている。中間論点整理では，

「違法・有害情報対策については，いわゆるプ
ロバイダ責任制限法の枠組みを適用し，当面
は行政機関が直接関与しない方向で検討する
ことが適当である」と記述されているが，当面，
関与しないという留保があるだけで，インター
ネット上を流通する情報についても，情報通信
法の規律の下に置かれることになる。

このため，新聞，雑誌などについても，紙媒体
であるかぎりは規律の対象外だが，電子化すると
規律対象に入ってしまうのではないかという懸念
が示されている。日本新聞協会は中間論点整理
に対する意見募集で，「インターネット上の情報で
ある『オープンメディアコンテンツ』は，現行法で
対応すべきであり，印刷メディアと同様に，特別
の規律を設けるべきではない」と主張している。

中間論点整理に対する意見募集では，政府
部内からも異論が出されている。経済産業省は，

「現行の通信・放送の規制は，通信（市場独占
性）・放送（電波の希少性）の特殊性に起因す
る規制であり，これらの規制を，インターネットに
代表される自由なビジネス領域まで対象範囲を
拡大すべきではない」としたうえで，こうした領
域については，「現実社会のビジネスの延長とし
て，民商法，独占禁止法などの一般法が基本的
に適用されることを原則とすべき」と主張した。
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こうした問題に加えて，コンテンツ規律全般を
めぐっては，情報通信法冒頭の通則部分に，「情
報通信ネットワーク上で情報を流通させる全ての
者が本来遵守すべき最低限の配慮事項」を盛
り込むことが検討されている。これについて中
間論点整理では，情報の自由な流通を無用に
萎
いしゅく

縮させることがないよう関係者の倫理観を呼
び覚ますような倫理規定とすることが適当である
と記述している。そして，参考として，「コンテン
ツの制作者は，ネットワークを流通するコンテン
ツが社会に対して多大な影響を与えることを認
識し，良心に従って制作を行い，コンテンツの
安全性と信頼性を確保すべきである」といった
項目からなる「ユビキタスネット社会憲章」（2005
年5月・総務省公表）が例示されている。

ただ，これについても，具体的な刑罰を伴わ
ない倫理規定であっても，その規定に違反すれ
ば違法行為であり，表現の自由の制約につなが
りかねないといった指摘が出されている14）。類似
の例として，当初は倫理規定とされた放送法の
番組準則が行政指導の根拠として用いられるよ
うになり，また，これを根拠にした行政処分（電
波法に基づく無線局の運用停止や免許取り消
し）も可能という見解が規制当局によって表明さ
れるようになったケースがある。当初は倫理規
定とされた規律への抵触を理由にした行政指導
がしばしば行われていることを考慮に入れれば，

「理念」の明記が表現活動の萎縮につながりか
ねないという懸念にも一定の根拠がある。

3.3. 規制機関は総務省か独立行政委員会か

規律の内容と並んで重要なのが，新しい法
体系にふさわしい行政組織をどう考えるかとい
う点である。これについて，中間論点整理で
は，「今後具体的な制度設計の検討を行った上

で，当該制度にふさわしい行政組織の在り方に
ついて海外の実態なども踏まえつつ検討する必
要がある」と記述されている。

通信・放送の規制・監督機関をめぐっては，
これまでのように総務省とするのではなく，独
立行政委員会を設置すべきではないかとする意
見がしばしば出ている。先に挙げた日本経済
団体連合会の提言は，行政組織に関して，「特
に，英国Ofcom では，貿易産業省の産業振興
部門とは独立した中立的な立場から，競争ルー
ルの策定・執行，事後規制，紛争処理等を実
施しており，結果的に利用者利益の向上や市場
の活性化に大きく寄与している」と記述してい
る。そして，日本でも国家行政組織法3条に基
づく独立行政委員会として，電気通信・放送に
関する独立規制機関の設置を検討すべきであ
ると提言している。

また，経済産業省も，中間論点整理に対す
る意見募集で，「海外における近年の行政組織
改革の進展の実態なども十分に踏まえつつ，よ
り中立性の高い組織設計を目指すべき」と主張
し，規制部門と振興部門が分かれた主要国の
行政組織の例を挙げている。

表1　通信・放送関係の行政組織

規制部門 振興部門

アメリカ 連邦通信委員会
（ＦＣＣ） 商務省電気通信情報庁

イギリス 情報通信庁
（Ofcom） イノベーション大学職業技能省等

ドイツ 電気通信郵便規制庁 連邦経済技術省

フランス 電気通信規制局，
周波数庁 経済・財政・産業省

韓国 放送通信委員会 知識経済部，文化部

（経済産業省作成）
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一方，こうした行政組織の問題に関して，総
務省の内藤茂雄前通信・放送法制企画室室長
は，「諸外国の独立行政委員会は立法府から広
汎な裁量権をゆだねられて運営されている。海
外では，日本の場合は民間自主基準である放
送基準を行政委員会が策定しており，実質的に
日本より強い規制が適用されていることにも留
意しつつ，ユビキタスネット社会の理念を踏ま
えた慎重な検討が望まれる15）」という見方を示
している。

もっとも，独立行政委員会に権限を移した場
合に，規制を強めなければならないという必然
性はないわけであり，行政組織のあり方は，あ
くまで規制部門と振興部門を分離するほうが好
ましいかどうかという観点から議論されるべき
問題と考えられる。

こうした通信・放送関連の規制を独立行政
委員会に委ねようとする考え方は，今回初めて
現れたものではない。そもそも1950年の電波3
法の制定当初，放送に関する規制・監督権限
は独立行政委員会である電波監理委員会（1952
年に廃止）に置かれていたわけであり，独立行
政委員会を復活させるべきとする問題提起はそ
の後しばしばなされてきた。

具体的な例としては，橋本政権時代の政府
の行政改革会議で，省庁再編の検討にあわせ
て論点として取り上げられたケースがある。行
政改革会議の1997年9月の中間報告では，新
たに設置する総務省の外局として通信放送委
員会を設け，電波監理を含む通信・放送行政
を担当するとされた。しかし，この案に対して
は，情報通信分野で厳しい国際競争が行わ
れているなか，合議制の行政委員会はなじま
ないといった反論が郵政省から出され，結局，
1997年12月の最終報告では，郵政省の通信・

放送関連の部局については，総務省の内部部
局として引き継がれることになった16）。

こうして規制・監督機関については，1952年
以降，実質的な変更はなされていないわけだ
が，通信・放送関連の行政組織に関しては，
規制・監督の問題以外に，コンテンツ振興や
知的財産，競争政策などの政策課題が複数の
省庁にまたがって取り扱われ，連携や調整がう
まくいっていないという指摘もある。総務省の
情報通信審議会で行政組織のあり方まで議論
できるかという問題はあるが，今回の法体系の
検討作業は，通信・放送関連の行政組織のあ
り方をあわせて見直す好機にもなっている。

  4. メディアの構造規制の行方
       ～場合によっては内容規律以上の制約も

4.1. マスメディア集中排除原則・
      地域免許制度はどうなるか

ここまでコンテンツの直接的な規律について考
察してきたが，場合によっては，それよりもコンテ
ンツに対する実質的な影響が大きくなりうると考
えられるのが，マスメディア集中排除原則や地域

（県域）免許制度といった，いわゆる構造規制の
あり方の問題である。構造規制については，当初
の法体系検討の趣旨からしてさらに緩和すべきと
する意見がある一方，不用意に緩和を行えば，メ
ディアの地域性の維持が困難になり，言論の多
様性・多元性にも影響を及ぼすという見方がある。

このうちマスメディア集中排除原則について，
研究会報告書は，「本来的には放送関係規律
であって現在電波法に基づき行われているもの
については，『メディアサービス』に係る規律と
してコンテンツ規律体系に移行させる」とした。
そして，中間論点整理でも，「新たな法体系の
下でも表現の自由，情報の多元性・多様性を
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確保する意義および重要性は失われないことか
ら，マスメディア集中排除規制を維持する方向
で検討することが適当」として，維持する方向
性が盛り込まれている。

ただ，マスメディア集中排除原則をめぐって
は，総務省研究会に先立って行われた竹中懇談
会が最終報告書（2006年6月6日）で，「21世紀
の日本に必要な“国際的に通用するメディア・コ
ングロマリット”の出現を妨げている面もある」と
して，早急に緩和すべきとしたほか，通信・放
送の在り方に関する政府与党合意（同年6月20
日）でも，「自由度の高い形で早急に緩和する」
とされ，緩和を求める議論の流れになっていた。

一方，マスメディア集中排除とも密接に関連
する地上テレビ放送の地域免許制度について
は，研究会報告書や中間論点整理では，直接，
言及されていない。既存事業者の位置付けとし
て，「現行の通信・放送法制に基づいて業務を
行っている事業者については新たな法体系への
移行に際し現在の地位を実質的に承継すること
とし，新旧制度の規律内容を十分踏まえて個々
の事業に最適な経過措置の内容について検討
を加えることが適当である」と記述されている
だけである。

こうした記述からすれば，ハード・ソフト分
離の法体系に移行したとしても当面，現行の地
域免許制度を実質的に変えるような見直しは行
わないと受け止めることもできる。しかし，現行
の放送普及基本計画などが新たな法体系にど
のように位置づけられるか不透明な部分も多く，
規定の仕方によっては，特に地方民放の経営に
影響が及ぶのではないかという見方がある。

中間論点整理に対する意見募集でも，提出
した35の地上テレビ放送事業者・団体のうち，
28の事業者・団体が，「基幹放送たる地上放

送の重要な機能・役割の一つが『地域性』」，「中
間論点整理のなかに情報の地域性について記
述がない」といった表現で，放送の地域性に
関する論点が議論から抜け落ちていると指摘し
ている。また，NHK放送文化研究所が2008
年3月に地上テレビ放送事業者127社を対象に
行ったアンケート調査でも，情報通信法構想の
問題点として，回答した81社のうち，77％に当
たる62社が「地域免許制度を中心とする現行
の放送秩序が破壊される可能性がある」という
選択肢を選んでおり，地域免許制度の先行き
に関する懸念は強い17）。

また，現状では，放送の地域性を担保するに
あたって，民放のネットワークが不可欠な存在と
なっている。検討委員会の長谷部恭男主査が
指摘するように，「多くの地方局は全国大のネッ
トワークの構成員としてしか，経営上，自活する
可能性が見出しにくい18）」ためである。しかし，
民放のネットワークについては，総務省告示の
放送普及基本計画に関連の記述があるのみで，
放送法上，正面からは位置づけられていない。

地方局の経営問題に限定して見た場合，す
でに認定放送持株会社制度の導入によって，

図 3　「情報通信法」の問題点（民放・複数回答）

0 20 40 60 80 100%

その他

ラジオやBS放送の
位置付けが不明確

放送以外のメディアに
ついて規制が強まる

新規参入が進み
コンテンツの質が低下

放送について行政機関の
規制が強まる

ハード・ソフト一致が
崩れ経営に悪影響

地域免許制度を基軸と
する放送秩序を破壊

77

74

59

49

24

17

1

（NHK 放送文化研究所 調査）
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経営難に陥った地方局をキー局主体の持株会
社が救済できる枠組みができている。一方で，
こうしたマスメディア集中排除原則の緩和が行
き過ぎれば，地域性の維持に影響するといった
側面もある。マスメディア集中排除原則・地域
免許制度を新たな法体系の中にどう位置づける
のか，また，ネットワークと地域放送との関係
をどう整理していくのか，今後，検討が必要に
なってくると考えられる19）。

4.2. 構造規制のあり方を問題視する見解も

構造規制のあり方をめぐっては，言論の多元
性や地域性の問題を考慮して原則維持すべきと
する考え方の一方で，こうした構造的な問題を
改革しなければ，通信・放送融合の効果を生
かすことができないのではないかという見解も
根強く存在する。例えば，日本経済団体連合
会は総務省研究会のヒアリング（2007年8月10
日）に対し，通信・放送の融合に向けた企業活
動の妨げになっている事例として，「県域免許
にかかわるIPマルチキャスト」を挙げるなど 20），
地域免許制度に対する違和感を表明する見解
も出されている。

そもそも今回の法体系検討の出発点とも言え
る竹中懇談会の報告書は，前述のように，マス
メディア集中排除原則が「メディア・コングロマリッ
ト」の出現を妨げている面があるとしていた。ま
た，放送の地域性に関連して，「地上波デジタル
放送のIPマルチキャストによる再送信を行う際，
送信範囲を現行の地上波免許に定められた放
送対象地域に限定すべきとの議論があるが，デ
ジタル化・IP化の特徴の一つは，距離や地域の
制約を取り払うことにあり，地方局の番組制作
力の強化と経営基盤の充実に資する面もあるた
め，基本的には再送信に地域限定を設けるべき

ではないと考えられる21）」と記述している。
竹中平蔵元総務大臣は懇談会発足の背景に

ついて，最近のインタビューで次のように述べ
ている。

「通信と放送の分野は9本の法律でがんじ
がらめになっています」と言っても，国民のみ
なさんには伝わらないと思ったんです。そこで，
私は厳然たる事実を提示しました。民間放送
の電波は県単位で分けられているから，例え
ばテレビ朝日が放送するサッカーの試合は，テ
レビ朝日の系列局がない県では見られない。
あるいは，技術的にはインターネットでテレビ
の番組が見られるのに，人気のあるコンテン
ツを自由に見ることができない。そういったお
かしな現実を，「どうしてワールドカップの試合
が富山県では見られないのか？」「どうしてポケ
モンがインターネットで見られないのか？」とい
う言い方で国民のみなさんに示したんです。22）

ここで例示された「ワールドカップが富山県
で見られない」問題は地域免許制度と直接関連
した問題であり，「ポケモンがインターネットで見
られない」問題もインターネットでのコンテンツ
流通と現行の放送秩序との関係をどう整理する
かという問題である。こうした問題を根本的に
考えようとすれば，構造規制のあり方にまで議
論を及ぼさざるをえない。

しかし一方で，問題を解決するためにマスメ
ディア集中排除原則や地域免許制度のあり方を
抜本的に改革し，通信・放送融合の効果を最
大限に引き出そうとすれば，地域免許制度を
基軸とする現行の放送秩序が崩れ，コンテンツ
の多様性・多元性にまで影響が及びかねないと
いう主張が存在している。
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「コンテンツ産業の振興・競争力強化」と「メ
ディアの地域性・多様性・多元性維持」のいず
れを重視して法律を作り上げていくのか，ある
いは二者の両立は可能なのか，必ずしも明快な
答えが示されているわけではない。

  5. 2010 年国会提出へ残された課題

「情報通信法」検討の背景には，通信・放送
の融合が進むなか，メディアの物理的特性に応
じて規律を行う法体系が実態に合わなくなって
きた点がある。また，これまでの制度では，通
信・放送の枠を越えた自由な事業展開がしにくく
なっていることや，国際的に通用するメディア・コ
ングロマリットの出現が妨げられている点も法体
系見直しが必要な理由として挙げられてきた。そ
して，そうした問題を解決するには法体系をレイ
ヤー型にする必要があり，コンテンツについても，
物理的な伝送路によらずに分類を行ったうえで，
規律内容を定める必要性が生じたわけである。

ただ同時に，メディアの表現の自由や言論の
多様性・多元性・地域性を維持しつつ，コンテ
ンツ規律を再編し，法体系を作り上げていかな
ければならない点に今回の検討作業の難しさが
ある。これまで述べてきたように，コンテンツ規
律をめぐっては，規律の範囲やその線引きの仕
方，規律内容，規制・監督機関のあり方などに
ついて，さまざまな見解が出されているが，こう
した問題について，2008年11月現在，具体的
な解決策が明確に示されているものは少ない。

議論が産業の振興と表現の自由の二項対立
に陥るのを防ぐねらいもあってか，法体系再編
の最大のねらいは，伝送インフラ部分の制度改
革であり，コンテンツ規律をどう設計するかと
いう議論はあまり重要ではないという見方も出

されている。検討委員会の中村伊知哉専門委
員は，コンテンツといっても，出版や映画など
のビジネス分野よりは，個人が制作するコンテ
ンツの市場や，電子商取引や遠隔医療，遠隔
教育のような，これまで実空間でしか成立しな
かった活動がインターネットにシフトすることに
よる市場の拡大に着目すべきとする23）。そして，
こうした視点からすれば，コンテンツをめぐる
議論ではなく，むしろ伝送インフラをめぐる議
論が重要ということになる。

もっとも，視点を変えたとしても，ハード・ソ
フト一致のこれまでの規律体系は変わるため，
コンテンツ規律のあり方も設計し直さなければ
ならない。表現の自由，言論の多様性をどう担
保するかといった問題はいずれかの場面で検討
しなければならない問題である。

また，ここでは触れなかったが，現在，総
務省が所管している通信・放送関係の法律の
見直しを行えば，通信・放送の融合による効果
が最大限に現れるとは限らない。制度的には，
例えば，知的財産権をめぐる問題もあわせて検
討が行われるべき課題であり，それらの見直し
作業の行方によっては，コンテンツのあり方に
も影響が及ぶ可能性がある。

技術の進歩に伴い，通信・放送の融合を押
しとどめることは不可能となる一方で，表現の
自由や言論の多様性・多元性を担保する枠組
みは，そうした技術的・経済的な論理で一義
的に決定されるわけではない。検討委員会の
長谷部恭男主査の言葉を借りるならば，どのよ
うな法制度を作り上げていくかについて，論理
必然の答えも天然自然のベースラインも存在し
ない。「将来のメディア法制は，環境の変化に
応じて自然に『なる』ものではなく，少なくとも
部分的には，何があるべきメディア像かという
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我々の理念と構想にもとづくものでなければな
らない」24）わけである。

情報通信法が成立すれば，戦後60年間，
放送制度の骨格を形作ってきた放送法・電波
法が全面的に改められることになる。関係者の
利害が鋭く対立し，法案作成に向けた困難さが
さらに増すと考えられるなか，2010年の通常国
会への法案提出に向け，検討作業に与えられ
た時間は短い。しかし，コンテンツ規律のあり
方を全面的に見直すことによる影響の大きさを
考えれば，まず，新たな法体系によって，どの
ようなメディアを作り，どのような言論・表現の
場を生み出していくのかという理念を再度，明
確にした上で，具体的な検討作業が行われる
必要があると考えられる。

（むらかみ せいいち）
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